
（平成２３年９月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1497 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

申立期間当時の国民年金保険料は、同居していた夫の分の保険料と一

緒に納付していた。 

    申立期間について、国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間に未納が無く、申立期間

は 12 か月と比較的短期間である。 

また、国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫は、申立

期間を含め国民年金加入期間の保険料を全て納付している上、昭和 48 年

度以降の保険料は全て納付期限内に納付していることから、納付意識の高

さがうかがえる。 

さらに、申立人及びその夫の所持する領収証書（昭和 52 年４月から 60

年３月まで）及びオンライン記録（昭和 60 年４月から同年 11 月までの期

間及び平成２年 10 月から 14 年３月までの期間）から確認できる申立人と

その夫の国民年金保険料の納付日はほぼ同一である上、申立期間は前年度

と生活状況に変化はうかがえないことを踏まえると、申立人の申立期間の

保険料は、申立人の夫の分の保険料と一緒に納付されていたと考えるのが

自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1498 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 45 年３月まで 

国民年金保険料については、妻が夫婦の分を一緒に納付していたはず

であるが、申立期間の保険料は未納とされているため調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入期間の保険料は、申立期間を除き全て納付済みと

されており、申立期間は 12 か月と比較的短期間である。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び申立人とその妻が所持する年金

手帳（検認記録及び貼付された領収証書等）により確認できる夫婦の国民

年金保険料の納付日（昭和 36 年４月から 41 年７月までの期間、42 年２

月から 44 年３月までの期間及び 45 年４月から 47 年３月までの期間）は、

全て同一であることが確認できる。 

さらに、申立人の妻の申立期間に係る保険料は、昭和 45 年３月 26 日に

納付したことが確認できることを踏まえると、申立期間の保険料について、

夫婦一緒に納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年８月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年８月 

             ② 平成２年５月 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、未納期間があった。 

未納期間のうち、昭和 59 年８月については、Ａ町役場から国民年金

の納付書が送付されてきたので、同役場で保険料を納付した記憶がある。 

また、平成２年５月については、納付状況の記憶が定かでないものの、

結婚後、５年４月にＢ市に引っ越した時、未納期間の納付書が送付され

てきたので、納付した記憶がある。 

これらのことから未納期間は無いはずであるので、申立期間を国民年

金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は昭和 59 年 10 月９日に払い出されていることが

確認でき、この頃に加入手続を行ったものと考えられるが、この時点では

申立期間の国民年金保険料は現年度納付が可能である上、加入手続を行っ

たにもかかわらず、申立期間の１か月分の保険料を納付しなかったのは不

自然である。 

一方、申立期間②について、申立人は、平成５年４月にＢ市に転居した

際、未納になっていた国民年金保険料を納付したと述べているが、オンラ

イン記録の変更履歴によると、申立期間②の資格取得日及び喪失日の記録

は、同年５月 31 日に追加されていることが確認できる上、転居した時点

で、申立期間②の保険料は、時効により納付することができない。 



また、申立期間②の後に転居したＣ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保

険者名簿（紙名簿）によれば、申立期間②の保険料が納付された記録は見

当たらない上、当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 59 年８月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年 11 月から 56 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：   

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月から 56 年５月まで 

私の年金記録を照会したところ、昭和 55 年 11 月から 56 年５月ま 

での納付記録が無いとの回答であった。 

私は、当時、Ａ市役所で国民年金の加入手続をしており、保険料もＢ

金融機関Ｃ支店で納付書によって納付し、領収書も所持しているので、

申立期間について国民年金の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、オンライン記録では未加入期間とされているが、

申立人が所持している申立期間に係る国民年金保険料納付通知書兼領収書

をみると、指定金融機関の収納印が押されており、申立期間に係る保険料

を現年度納付していることが確認できる。 

また、Ａ市における国民年金被保険者名簿によれば、申立期間に係る資

格取得日及び資格喪失日の記録並びに申立期間に係る国民年金保険料の納

付記録が確認できる。 

さらに、申立期間以降に申立人が居住した各市区の国民年金被保険者名

簿及び年度別納付状況リスト（電子データ）によると、申立人に係る資格

の取得日及び喪失日並びに納付済期間が一致しない記録が複数みられるな

ど、行政側の管理が適正に行われていなかったことがうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2544 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平

成７年 12 月４日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、標準報酬月額については、平成７年４月から同年９月までは 18

万円、同年 10 月及び同年 11 月は 19 万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ：   

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月 30 日から同年 12 月４日まで 

株式会社Ａ（平成 10 年３月 18 日、Ｂ株式会社に商号変更）に平成７

年４月 30 日以降も勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被保

険者資格喪失日が同年４月 30 日となっているので、調査の上、年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、平成４年３月 16 日から 14 年５月

15 日までの期間において、株式会社Ａに継続して勤務していたことが確

認できるが、オンライン記録では、７年４月 30 日に厚生年金保険の被保

険者資格を喪失している。 

一方、オンライン記録によると、株式会社Ａは平成７年 10 月 26 日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がなされているが、商業

登記簿謄本によると、当該事業所は申立期間当時も法人事業所であり、適

用事業所の要件を満たしていたことが確認できることから、当該事業所が

適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的理由は見当たらない。 

また、オンライン記録によると、当該事業所が適用事業所ではなくなっ

た日（平成７年 10 月 26 日）以降の平成７年 12 月４日付けで申立人に係

る同年 10 月の標準報酬月額の定時決定が取り消され、申立人の被保険者

資格を同年４月 30 日に遡って喪失した旨の処理がされている上、当該事

業所において申立人と同様に同年４月 30 日に遡って被保険者資格喪失の



処理がされているものが多数確認できる。 

さらに、当時の当該事業所の取締役でＢ株式会社の代表清算人は、申立

人は、当時、当該事業所が運営していた施設のフロント及び会員の管理を

担当しており、当該遡及処理の手続には関与していないと証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成７年４月 30 日に

被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理

に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の当該事業所

における資格喪失日は、同年 12 月４日であると認められる。 

また、標準報酬月額については、訂正前のオンライン記録から、平成７

年４月から同年９月までは 18 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 19 万円と

することが妥当である。 



宮城厚生年金 事案 2545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、その主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ株式会社における申立期間の標準賞与額に係

る記録を 96 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月８日 

Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、平成 18 年 12 月分賞与に係る

標準賞与額 96 万円がねんきん定期便に記載されていない。 

私が所持している平成 18 年 12 月分の賞与明細書では確かに厚生年金

保険料が控除されているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 18 年 12 月分の賞与明細書及びＡ株式会社か

ら提出された賞与明細一覧から、申立人は、同年 12 月８日に 96 万円の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は不明としているが、Ａ株式会社から社会保険事務所

（当時）に提出された平成 18 年 12 月の被保険者賞与支払届の中に申立人

の氏名及びその賞与額は見当たらないことから、申立人に係る賞与支払届

を行っていないと認められ、その結果、社会保険事務所は申立人に係る申

立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2548 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち平

成 18 年１月から 19 年８月までを 19 万円、20 年７月及び同年８月を 22

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年４月１日から 20 年 10 月１日まで 

             ② 平成 17 年 12 月 22 日 

             ③ 平成 18 年６月 23 日 

             ④ 平成 18 年 12 月 25 日 

             ⑤ 平成 19 年６月 25 日 

             ⑥ 平成 19 年 12 月 25 日 

             ⑦ 平成 20 年６月 25 日 

株式会社Ａにおける厚生年金保険加入期間の標準報酬月額について、

支払われた給与と比べて、標準報酬月額が低いことが分かった。支払わ

れた給与に相当する標準報酬月額に訂正してほしい。 

また、株式会社Ａから平成 17 年 12 月、18 年６月、同年 12 月、19 年

６月、同年 12 月及び 20 年６月にそれぞれ賞与の支給を受けているが、

年金記録に記載されていないことが分かった。支払われた賞与について

年金記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた



と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された

給与明細書において確認できる保険料控除額により、平成 18 年１月から

19 年８月までを 19 万円、20 年７月及び同年８月を 22 万円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①のうち、平成 18 年１月から 19 年８

月までの期間、20 年７月及び同年８月に係る申立人の厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、当該事業所の申立期間に係る

健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届によると、オンライン

記録上の標準報酬月額に相当する報酬月額を届け出ていたことが確認でき、

事業主は、給与明細書で確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け

出ていないと認められ、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬

月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 17 年４月から同年 12 月までの期間、19

年９月から 20 年６月までの期間及び同年９月については、上記給与明細

書及び株式会社Ａから提出された給与台帳により、当該期間に係る申立人

の給与支給額は、オンライン記録上の標準報酬月額よりも一貫して高額で

あることが確認できることから、同社では、従業員に支払った給与額より

も低い額の報酬月額を社会保険事務所へ届け出ることが常態となっていた

と推認できるが、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンラ

イン記録上の標準報酬月額と一致又は超えていないことから、特例法によ

る記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

申立人は、申立期間②から⑦までの賞与について申し立てているところ、

上記給与明細書により、申立期間③から⑦までについて、月例給与に加給

する形で賞与が支給されていることが確認できるものの、厚生年金保険料

控除額には当該賞与分の保険料が含まれていないことが確認できる。 

また、申立期間②については、賞与の支給が確認できる給与明細書が無

く、当該事業所の給与台帳からも賞与の金額が確認できない。 

このほか、申立期間②から⑦までについて、申立人の主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②から⑦までについて、申立人がその主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることは



できない。 



宮城国民年金 事案 1493（事案 1207 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年 10 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 10 月から 51 年３月まで 

前回の申立てにおいて、昭和 39 年１月から 40 年３月までの記録が訂

正され、その通知においても行政側の事務処理が不適切であったことを

認める内容となっているが、49 年 10 月から 51 年３月までの国民年金

保険料については納付していたことを認められず、納得できない。 

また、昭和 49 年７月に特例納付を行っているという事実は、納付意

識が高かったことを示すものであり、申立期間の国民年金保険料の納付

を怠ることは考えられないので、申立期間を保険料の納付済期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の妻の国民年金保険料も未納

となっているほか、申立人夫婦の保険料を納付していたとする妻は既に亡

くなっているため、申立期間当時の保険料の納付状況は不明であり、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできないと決定し、申立人に対して平成 22 年９月 24 日付

けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回申立ての審議結果に関し、その妻の昭和 39 年２

月から 40 年３月までの国民年金保険料が、49 年７月３日に特例納付した

と記録されていることについて、申立人の妻がその日に納付した保険料は、

特例納付したとされる 39 年２月から 40 年３月までの保険料ではなく、夫

婦の申立期間に係る保険料であったかもしれないと主張している。 

また、前回申立ての審議結果において行政側の事務処理が不適切な期間



があったとしているにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料の納付を

認められないことに納得がいかず、また、申立人夫婦の納付意識の高さか

ら当該期間の保険料の納付を怠ることは考えられないとも主張している。 

しかし、昭和 39 年２月から 40 年３月までの保険料が特例納付されてい

ることは、Ａ年金事務所が保管するＢ社会保険事務所（当時）からＣ市に

対し通知した「国民年金保険料納付済被保険者について（通知）」の記録

により確認できるとともに、申立期間の直前に当たる 49 年７月から同年

９月までの国民年金保険料を同年 11 月に納付している記録があること、

及び特例納付したとされる 49 年７月３日の時点では、昭和 50 年度分の保

険料は納付期日前のため制度上納付することができないが、仮に前納した

としても、昭和 51 年１月分から保険料額が改定されているところ、差額

分の保険料を納付した記録は見当たらないことなどから、この主張は合理

性に欠けると推察される。 

また、申立人が当初申し立てた期間のうち、昭和 39 年１月から 40 年３

月までの期間については、申立人夫婦に係る国民年金被保険者名簿や申立

人に係る国民年金被保険者台帳において当該期間の保険料が納付されてい

たことをうかがわせる形跡等が認められたほか、申立人の妻の保険料は納

付済みとされている等の事情を含めて総合的に判断した結果、記録を訂正

する必要があると認められたものであるところ、今回の申立期間は、記録

を訂正する必要があると認められた期間と近接しておらず、申立人夫婦の

申立期間に係る国民年金被保険者名簿等の記載に不適切さをうかがわせる

特段の状況は認められないことを踏まえると、申立期間について社会保険

事務所（当時）が夫婦共に納付記録を誤って処理したとは一般的に考え難

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



宮城国民年金 事案 1494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年 10 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 10 月から 51 年３月まで 

前回、夫の申立てにおいて、行政側の事務処理が不適切であったこと

などを理由に、夫の昭和 39 年１月から 40 年３月までの記録の訂正を認

める内容となっているが、私の 49 年 10 月から 51 年３月までの期間が

未納の記録とされていることについて納得できない。 

また、昭和 49 年７月に特例納付を行っているという事実は、納付意

識が高かったことを示すものであり、申立期間の国民年金保険料の納付

を怠ることは考えられないので、申立期間を保険料の納付済期間として

認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の夫が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人の夫の国民年金保険料も未納とされている

ほか、申立人夫婦の保険料を納付していたとする申立人は既に亡くなって

いるため、申立期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人の夫は、申立人の昭和 39 年２月から 40 年３月までの国民

年金保険料が、49 年７月３日に特例納付したと記録されていることにつ

いて、申立人がその日に納付した保険料は、特例納付したとされる 39 年

２月から 40 年３月までの保険料ではなく、夫婦の申立期間に係る保険料

であったかもしれないと主張している。 

しかし、昭和 39 年２月から 40 年３月までの保険料が特例納付されてい

ることは、Ａ年金事務所が保管するＢ社会保険事務所（当時）からＣ市に

対し通知した「国民年金保険料納付済被保険者について（通知）」の記録



により確認できるとともに、申立期間の直前に当たる 49 年７月から同年

９月までの国民年金保険料を同年 11 月に納付している記録があること、

及び特例納付したとされる 49 年７月３日の時点では、昭和 50 年度分の保

険料は納付期日前のため制度上納付することができないが、仮に前納した

としても、昭和 51 年１月分から保険料額が改定されているところ、差額

分の保険料を納付した記録は見当たらないことなどから、この主張は合理

性に欠けると推察される。 

また、申立人の夫が当初申し立てた期間のうち、昭和 39 年１月から 40

年３月までの期間については、申立人夫婦に係る国民年金被保険者名簿や

申立人の夫に係る国民年金被保険者台帳において当該期間の保険料が納付

されていたことをうかがわせる形跡等が認められたほか、申立人の保険料

は納付済みとされている等の事情を含めて総合的に判断した結果、記録を

訂正する必要があると認められたものであるところ、申立期間は、申立人

の夫に係る記録を訂正する必要があると認められた期間と近接しておらず、

申立人夫婦の申立期間に係る国民年金被保険者名簿等の記載に不適切さを

うかがわせる特段の状況は認められないことを踏まえると、申立期間につ

いて社会保険事務所（当時）が夫婦共に納付記録を誤って処理したとは一

般的に考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



宮城国民年金 事案 1495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年１月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から 59 年３月まで 

20 歳になった当初は、経済的な理由で国民年金保険料を納付するこ

とができないため国民年金に加入していなかったが、その後、職場の上

司及び父親から早く加入するように勧められ、経済的に余裕もできたこ

とから、21 歳になった昭和 59 年４月頃にＡ市役所で加入手続をした。

その際に、58 年１月から 59 年３月までの 15 か月分の保険料約９万円

を窓口で一括納付したことをはっきり記憶している。 

保険料をＡ市役所の窓口で納付した際に領収書を受け取ったのか、ま

た、職場で年末調整した際に保険料納付額を申告したのかどうか定かで

ないが、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「経済的に余裕ができた昭和 59 年４月頃にＡ市役所の窓口

で国民年金の加入手続を行い、その際に、申立期間の保険料約９万円を一

括納付した。」旨主張しているところ、申立人に係るＡ市の国民年金被保

険者名簿（紙名簿）は昭和 59 年３月９日に作成されている上、国民年金

手帳記号番号払出簿によると、申立人の記号番号は、Ａ市において同年３

月 31 日に払い出されていることが確認できることから、加入手続を行っ

た時期については、申立人の主張とおおむね一致する。 

しかし、オンライン記録及びＡ市が管理する申立人に係る国民年金被保

険者名簿（電子データ）によると、申立期間の直後の昭和 59 年４月から

62 年３月までの国民年金保険料は全額申請免除となっており、「昭和 59

年４月頃は、経済的に余裕ができた。」旨の申立人の主張と矛盾するほか、

過年度の保険料は国庫金取扱金融機関で納付する取扱いとされていたとこ



ろ、申立期間のうち、58 年１月から同年３月までの期間の保険料は、申

立人が保険料を納付したとする 59 年４月頃の時点では過年度の保険料と

なることから、当該期間の保険料をＡ市役所の窓口で納付したとは考え難

い。 

また、申立期間のうち、昭和 58 年４月から 59 年３月までの国民年金保

険料は、申立人が納付したとする同年４月頃にＡ市役所の窓口で納付する

ことは可能であったが、当該期間の保険料は６万 9,960 円となり、申立人

が納付したとする約９万円とは相違している。 

さらに、申立人が所持する昭和 60 年度市民税・県民税課税明細書によ

ると、昭和 59 年の社会保険料控除額は 5,925 円と記録されており、申立

人が同年４月頃に申立期間の国民年金保険料として納付したとする約９万

円は含まれていないことが確認できる。 

なお、オンライン記録によると、申立人は、全額申請免除となっていた

昭和 61 年度の保険料８万 5,200 円を昭和 62 年３月 11 日に納付しており、

申立人が申立期間の保険料として 59 年４月頃に納付したとする約９万円

とほぼ一致していることから、昭和 61 年度の保険料納付をもって、申立

期間の保険料を納付したものと認識している可能性も否定できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年８月から 53 年３月までの期間及び 62 年９月から同

年 11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年８月から 53 年３月まで 

② 昭和 62 年９月から同年 11 月まで 

申立期間①について、納付先は分からないが、納付書が来て、家族が

国民年金保険料を納付したと記憶している。 

また、申立期間②について、役場か銀行か定かでないが、自分で現金

を添えて国民年金保険料を納付した記憶がある。 

いずれの期間についても国民年金保険料の納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 53 年 12 月に結婚し改姓している

ところ、国民年金手帳記号番号払出簿及びＡ町（現在は、Ｂ市）の国民年

金被保険者名簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は結婚後の 54 年

１月 12 日に、改姓後の氏名で払い出され、申立人が厚生年金被保険者資

格を喪失した 52 年８月 21 日に遡って国民年金被保険者資格を取得してい

ることが確認できる。 

また、上記被保険者名簿により、申立人に係る申立期間①の直後の昭和

53 年４月から 54 年１月までの国民年金保険料が、申立人の国民年金手帳

記号番号が払い出された直後の同年１月 30 日付けで検認されているとと

もに、申立期間①に係る検認記録欄には「未納」との記載が確認できるこ

とから、結婚を契機に、現年度分として納付できる 53 年４月から 54 年１

月までの保険料を一括して納付したものと考えられる。 

申立期間②について、Ａ町の国民年金被保険者名簿により、申立人は、

離婚（昭和 60 年 11 月）後に結婚前の住所地に転居し、昭和 61 年６月１



日に国民年金被保険者資格を再取得しているところ、同資格を再取得した

同年６月から 62 年８月までの期間の国民年金保険料を現年度納付してい

ることが確認できる。 

しかしながら、Ａ町の国民年金被保険者名簿の昭和 62 年９月の検認記

録欄に「転出」との記載が確認できる上、申立人に係る戸籍の附票及び住

民票の記載により、申立人は、同年９月２日にＡ町からＢ市に転入してい

ることが確認できるところ、転入したＢ市において申立人に係る国民年金

被保険者名簿が作成されておらず、国民年金保険料の納付書は発行されな

かったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間②当時、Ａ町からＢ市に転入した際の国民年

金に係る住所変更届の有無についての記憶は定かでないとしている。 

このほか、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1499（事案 458 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年７月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：   

  生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

  住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月から 50 年３月まで 

前回の申立てにおいて、申立期間の国民年金保険料は妻と義母の分の

保険料と一緒に納付していたという私の主張が認められなかったが、妻

の保険料は一緒に納付していなかった。私と義母の二人の領収証書等は

災害で紛失しており、それを明確にするため当時のり災証明書を提出す

る。 

義母の国民年金保険料が納付済みとされているのに、私の保険料だけ

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号

が、昭和 51 年１月 20 日に申立人の妻の手帳記号番号と連番で払い出され

ていることが確認でき、申立期間の一部については時効により保険料を納

付することができない期間であること、ⅱ）妻も申立期間の保険料は未納

になっていること、ⅲ）申立期間の国民年金保険料を納付するには遡って

納付する必要があるが、申立人は毎月月末に１回の遅れも無く納付したと

主張しており、申立人の主張は合理的とは認められないこと等を理由とし

て、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 10 月 10 日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、再申立てに当たり、申立人は、その妻の国民年金保険料を一緒に

納付していなかったとして、当初の申立てにおける主張を変更し、申立人

とその義母の領収証書を紛失したことを証明する資料であるとして、り災

証明書の写しを提出しているが、これは委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められない。 

また、申立人は、義母の保険料と一緒に毎月遅れることなく申立期間の

保険料を納付したと主張するが、申立人と義母が一緒に保険料を納付して



いたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、申立人

の国民年金手帳記号番号は、上記ⅰ）のとおり、申立期間後の昭和 51 年

１月 20 日に払い出されていることが確認でき、申立期間の一部の保険料

については時効により保険料を納付することができないことから、時効に

かかることなく保険料を納付していた義母と共に申立期間に係る保険料を

納付していたとは考え難い。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 

 



宮城国民年金 事案 1500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年７月及び同年９月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：   

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年７月 

             ② 平成８年９月 

私は、申立期間、学生でＡ県に住んでいたが、私の父が仕送り等で家

計が厳しい中、申立期間の国民年金保険料を納付していたと推測する。

父は既に亡くなっており、当時の具体的な状況は不明であるが、申立期

間以外の国民年金保険料は全て納付されており、申立期間のみが未納と

されているのは不自然である。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ市に住んでいた申立人の父親が、申立期間を含む平成８年

度の国民年金保険料を現年度納付していたと主張するところ、オンライン

記録によれば、平成８年４月の保険料は申立人がＢ市に帰郷した９年４月

25 日に現年度納付されていることが確認できるが、８年５月の保険料は、

10 年６月 30 日に、８年６月の保険料は 10 年７月 31 日に、８年８月の保

険料は 10 年９月 29 日にいずれも時効間際に過年度納付されており、８年

10 月から９年３月までの保険料についても 10 年 12 月２日にまとめて過

年度納付されていることから、申立人の主張とは相違する。 

また、申立期間の前後の国民年金保険料を過年度納付した時期に当たる

平成 10 年当時は、電子計算機による納付書作成、領収済通知書の光学式

読取機による入力等、事務処理の機械化が図られていたとともに、９年１

月から基礎年金番号が導入されたことに伴い、基礎年金番号に統合されな

い記録（未統合記録）が生ずる可能性が減少したことからも、行政側に記

録漏れや記録誤りがあったとは考えにくい上、Ｂ市の国民年金被保険者名



簿（電子データ）によれば、申立期間は、保険料の未納期間とされており、

オンライン記録とも一致する。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたとする申立人の父親

は既に死亡しており、保険料の納付状況等が不明である上、申立人の父親

が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年１月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から同年８月まで 

年金記録を確認したところ、昭和 48 年１月から同年８月までの期間

が未加入とされていることが分かった。 

昭和 53 年頃、当時公告された「年金の救済措置」により、未納保険

料を納付できることを知り、兄の金銭的援助を受け、約５万円から 10

万円を社会保険事務所（当時）に納付した記憶がある。 

申立期間について国民年金保険料を納付したのは事実なので、保険料

の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が作成した申立人に係る国民年金被保険者名簿によれば，申立期間

において申立人が国民年金に加入したことをうかがわせる記載が確認でき

ないほか、申立人が所持している年金手帳の「初めて被保険者となった

日」欄に「昭和 50 年３月 28 日」と記載されている上、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、

申立期間は国民年金に未加入であったと考えられ、制度上、特例納付によ

り国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人が、申立期間における国民年金保険料について資金援助を

受けたとされる申立人の兄に照会したが、申立期間における保険料の納付

状況についての具体的な証言が得られない。 

さらに、上記被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳によれば、申立人

が申立期間の国民年金保険料を納付したとする時期に当たる昭和 53 年９

月 20 日に、50 年３月から 51 年６月までの保険料を特例納付(６万 4,000

円)し、同年７月から 53 年３月までの保険料を過年度納付(３万 9,000 円)



していることが確認できることから、申立人は、これらの特例納付及び過

年度納付をもって、申立期間の保険料を納付していたものと認識している

可能性もある。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年３月から平成２年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：   

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年３月から平成２年３月まで 

私の国民年金保険料納付記録について照会したところ、申立期間は未

加入期間であったとの回答を得た。 

当時は学生であったが、20 歳になったことから母が加入手続を行い、

母の国民年金保険料と一緒に納付していたので回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の資格取得日は、大学卒

業後の平成２年４月１日とされており、この資格取得の処理は、４年２月

20 日に行われていることが確認できることから、申立人の国民年金加入

手続は同年２月頃に行われたと推測されるところ、申立期間当時、申立人

は学生であり、国民年金の任意加入に該当することから、遡って被保険者

資格を取得することができないため、加入時に申立期間の国民年金保険料

を納付することはできず、ほかに申立人が 20 歳になった時に国民年金へ

の加入手続が行われたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の母親が、申立期間について、申立人の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月から 45 年７月まで 

Ａ株式会社において、厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和

44 年３月の標準報酬月額は、２万 4,000 円であったが、同年 10 月から

45 年７月までの期間の標準報酬月額は２万 2,000 円と記録されている。 

当時は毎年ベースアップがあり、減給は無かったと記憶しているので

申立期間の年金記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が厚生年金保険の被保険者資格取得

時よりも下がることは無いとしている。 

しかしながら、Ａ株式会社では、「申立期間に係る厚生年金保険の届出

状況及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できる資料は保管し

ておらず、当時の状況は不明であるが、社会保険事務所（当時）に資格取

得届を提出する際は、残業手当等を概算で算定するため、資格取得届時の

残業手当等とその後に提出した算定基礎届時の残業手当等とに差が生じる

ことは考えられる。資格取得時の標準報酬月額が、その後において下がる

ことは当社では珍しくはない。当社が故意に標準報酬月額を下げたわけで

はないと思う。」旨回答している。 

また、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日の前後約１年間に当

該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得している者に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票をみると、申立人と同様に資格取得後の

最初の定時決定の際に取得時と比べて標準報酬月額が減額されている者が

複数確認できるほか、申立人及び当該元同僚の標準報酬月額を遡及して訂



正しているなどの不自然な処理は見当たらない。 

さらに、標準報酬月額が減額されている者に当時の給与の支給状況等に

ついて照会したところ、回答のあった３人はいずれも当時の給与明細書等

の資料は無く、当時の給与総支給額及び厚生年金保険料の控除額について

確認することができなかった。 

このほか、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



宮城厚生年金 事案 2542 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として、船員保険料を

事業主より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年 11 月頃から 31 年３月頃まで 

私は、船舶所有者Ａ氏所有の船舶Ｂに約３、４か月乗船した。 

申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において船舶所有者Ａ氏の船舶に乗っていたとして

いるところ、申立人は、船員手帳を船舶所有者に渡したが、返却されなか

ったとしており、申立人の雇入期間を確認することができない。 

また、船舶所有者Ａ氏に係る船員保険被保険者名簿に記載されている申

立期間及びその前後の被保険者を調査したが、申立人の氏名は確認できず、

被保険者番号に欠番も無い。 

さらに、上記被保険者名簿から申立期間当時に船舶Ｂに乗船していたと

思われる者 12 人のうち連絡先が判明した元同僚は１人で、この者は申立

人を覚えていないとしており、その他の当時の船舶所有者、船長など、当

時の状況を知る者は既に死亡又は所在不明のため、申立人の勤務実態及び

船員保険の加入状況を確認することができない。 

このほか、申立期間について、船員保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主よ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2543 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年 12 月５日から 18 年３月 25 日まで 

             ② 昭和 19 年 12 月１日から 20 年３月 31 日まで 

申立期間①について、Ａ株式会社Ｂ工場に勤務した。 

申立期間②について、Ｃ株式会社に勤務し、製造業に携わった。 

各申立期間に勤務したことは、国民労務手帳にも記載されているので

各申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が提出した国民労務手帳は、国民労務手帳

法（昭和 16 年法律第 48 号）第２条に基づき、製造業等に使用される技術

者又は労務者に政府が発行するものであり、同法第９条に基づき、使用者

及び国民労務手帳の交付を受けた者は、「必要ナル事項ヲ記載シ之ヲ国民

職業指導所長ニ報告スベシ」とされているところ、当該手帳の「就業ノ場

所欄」に、昭和 18 年１月 15 日に「使用開始」、同年３月 15 日に「解

用」と記載され、事業所及び事業主の押印が確認できる上、申立人と同時

期にＡ株式会社Ｂ工場に勤務したとする同郷の複数の元同僚が、申立人と

４か月一緒に勤務したと証言していることから、申立人は、申立期間①当

時、当該事業所に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、上記手帳の「労働者年金保険関係事項欄」をみると、申

立期間①当時施行されていた労働者年金保険に加入した場合に記載するこ

とになる被保険者資格事項、標準報酬等級、被保険者台帳の記号及び番号

等の記載が無い。 

また、当該事業所の労働者年金保険被保険者名簿（マイクロフィルム）

に申立人の氏名は見当たらない上、申立人と同時期に当該事業所で勤務し



たとする複数の元同僚も申立期間①は労働者年金保険被保険者名簿及びオ

ンライン記録において労働者年金保険の加入期間となっていない。 

さらに、申立人が名前を挙げている当該事業所の元社員は、既に死亡し

ているため、当時の状況について証言を得ることができない。 

申立期間②について、上記手帳の「就業ノ場所欄」に、昭和 19 年 12 月

１日に「使用開始」、20 年３月 30 日に「解用」と記載されており、申立

人は、申立期間②当時、Ｃ株式会社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、上記手帳の「労働者年金保険関係事項欄」をみると、厚

生年金保険に加入した場合に記載することになる被保険者資格事項、標準

報酬等級、被保険者台帳の記号及び番号等の記載が無い上、同僚等の証言

が得られないため、厚生年金保険の加入状況等は不明である。 

また、申立人が勤務したとするＣ株式会社が厚生年金保険の適用事業所

であった形跡は見当たらないほか、当該事業所が所在したＤ県内において、

名称が類似する事業所についても調査を行ったが、それらの事業所におい

て申立人の厚生年金保険の加入記録は確認ができなかった。 

さらに、昭和 19 年７月にＣ株式会社を合併したＥ株式会社についても

調査を行ったが、申立人の厚生年金保険加入記録については確認ができな

かった。 

このほか、申立人が各申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2546 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 49 年 11 月１日から 57 年 12 月 26 日まで 

私は、株式会社Ａに昭和 46 年４月１日から 57 年 12 月 25 日まで勤務

したが、厚生年金保険の加入記録は、46 年８月１日から 49 年 11 月１

日までとなっている。 

しかし、申立期間も給与から保険料が控除されていたので、厚生年金

保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録によると、申立人は、株式会社Ａにおいて昭和 46 年

８月１日資格取得、49 年 10 月 31 日離職となっており、当該事業所の

「事業所別被保険者名簿」及びオンライン記録の厚生年金保険被保険者資

格取得日及び喪失日と合致していることが確認できる。 

また、申立人が所持する昭和 55 年 11 月２日撮影の集合写真には、申立

人を含め 31 人認められ、申立人は、当該写真に写っている者は当該事業

所の幹部社員だけであると述べているところ、ⅰ）当該事業所の事業所別

被保険者名簿及びオンライン記録によると、申立期間当時の被保険者数は

８人から 13 人であり（当該写真撮影時の昭和 55 年は 10 人）、当該期間

の従業員数は５人から 15 人程度とする事業主及び複数の同僚の回答とお

おむね一致すること、ⅱ）同僚の１人は、「申立人は協力会社Ｂ事業所の

上司だった。」と証言している上、申立人も、「下請会社として昭和 52

年頃にＢ事業所を自分で設立した。」旨述べていること、ⅲ）事業主及び

複数の同僚は、当該写真に写っている者の中で、「株式会社Ａの社員は数

人だけであり、申立人を含むほとんどの人は協力会社の人である。」旨証

言していることから、当該写真に申立人が写っていることをもって、撮影



当時、申立人が当該事業所の正社員として勤務していたとは考え難い。 

なお、申立人が設立したとするＢ事業所は、商業登記簿謄本によると、

申立人を代表取締役として昭和 51 年２月５日にＣ市で設立し、平成 18 年

に解散したことが確認できる。 

さらに、株式会社Ａ（平成 18 年５月 31 日解散、同年８月 10 日清算結

了）の元事業主に照会したところ、申立期間当時の資料が保存されていな

いため申立人の在籍期間等は不明としている上、「正社員以外の協力会社

の人たちは厚生年金保険の対象にはしていなかった。申立期間は、申立人

もその中の１人だったと思う。」旨回答している。 

加えて、当該事業所の「事業所別被保険者名簿」を確認したが、申立人

が記憶している同僚のうち、複数の者の氏名は見当たらない上、申立人の

被保険者資格取得日及び喪失日の記録に遡及訂正等の不自然な点も見当た

らない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2547 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年 10 月１日から平成５年７月 11 日まで 

私は、昭和 42 年３月から平成５年７月までの期間、Ａ事業所に勤務

したが、昭和 56 年 10 月から退職までの期間の標準報酬月額の記録に疑

問がある。 

毎年昇給していたのに、定時決定に反映されていない期間や標準報酬

月額が下がっている期間があるので、申立期間の標準報酬月額を調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所において厚生年金保険の被保険者であった元同僚から提供され

た資料（昭和 59 年分給与所得の源泉徴収票、同年 11 月給与支給計算書、

平成６年分給与所得の源泉徴収票、同年２月給与支給計算書、13 年 11 月

給与明細書）により、源泉徴収票等の対象期間については、毎月の給与か

らオンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されてい

たことが確認できる。 

また、申立人が退職した際、当該事業所が申立人の住所地であるＢ町に

提出した「町民税県民税給与支払報告特別徴収に係る給与所得者異動届出

書」（平成５年８月２日提出）記載の社会保険料控除額により、同届出書

の対象期間である平成５年１月から退職月である同年７月までの期間につ

いては、毎月の給与からオンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料が控除されていたことが推認できる。 

さらに、企業年金連合会から提出された「中脱記録照会回答」により、

当該事業所が厚生年金基金に加入した平成３年４月から申立人が退職する



時期までの報酬給与とオンライン記録の標準報酬月額は一致していること

が確認できる。 

加えて、申立人は、毎年昇給していたのに、定時決定に反映されていな

い期間や標準報酬月額が下がっている期間があったとしているところ、オ

ンライン記録により、申立期間当時に被保険者資格を有していた申立人と

同年代の同僚 10 人の標準報酬月額は、全員に２年から４年の間、標準報

酬月額に変更が無い期間が確認できる上、３人に標準報酬月額が下がった

期間が確認でき、聴取できた複数の同僚は、自分自身の標準報酬月額に問

題は無いと述べている。 

その上、当該事業所は、申立期間に係る賃金台帳及び社会保険関係等の

資料を保管していないため、申立人の申立期間に係る報酬月額及び厚生年

金保険料控除額について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2549 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年９月４日から 34 年１月５日まで 

             ② 昭和 34 年９月１日から 36 年８月 24 日まで 

私は、脱退手当金に係るはがきが届き、脱退手当金を受け取った記録

となっていることを知った。脱退手当金が支払われたとする時期には、

体調不良により入院し、脱退手当金を請求することも受け取ることもで

きなかったので、脱退手当金を支給されたとする国の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の請

求をうかがわせる「脱」の印が確認でき、申立期間の脱退手当金の支給額

に計算上の誤りは無く、申立人に係るＡ株式会社の厚生年金保険被保険者

資格喪失日（昭和 36 年８月 24 日）から約３か月後の昭和 36 年 11 月 24

日に支給決定がなされているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、脱退手当金が未請求となっている別事業所の厚生年金保険被保険

者期間が確認できるが、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者

期間とは別の被保険者記号番号で管理されており、申立期間の脱退手当金

が請求された昭和 36 年当時、社会保険事務所（当時）では、請求者から

の申出が無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把握す

ることは困難であったものと考えられることから、当該未請求期間がある

ことだけをもって不自然な請求であるとまでは言えない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2550 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月１日から 51 年９月 16 日まで 

脱退手当金に係るはがきが届き、株式会社Ａで勤務していた期間につ

いて、脱退手当金を受給した記録になっていることを知ったが、脱退手

当金という言葉を聞いたことは無く、退職時に脱退手当金の説明も受け

ていないし、脱退手当金を受け取った記憶も無い。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について脱退手当金裁定請求書が存在しており、当該裁定請求

書によれば、昭和 53 年５月 12 日支払済の押印があり、脱退手当金の支払

場所の欄には、同請求書に記載されている申立人の住所地最寄りの「Ａ金

融機関」の記載が確認できることから、当該金融機関を受取先金融機関と

して指定された脱退手当金の支払決定通知書が申立人の住所地に送付され

たものと考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被

保険者台帳記号番号払出簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤

りは無いなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、脱退手当金が未請求となっている別事業所の厚生年金保険被保険

者期間が確認できるが、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者

期間とは別の被保険者記号番号で管理されており、申立期間の脱退手当金

が請求された昭和 53 年当時、社会保険事務所（当時）では、請求者から



の申出が無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把握す

ることは困難であったものと考えられることから、当該未請求期間がある

ことだけをもって不自然な請求であるとまでは言えない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2551 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年９月１日から 24 年７月１日まで 

② 昭和 25 年１月 21 日から同年４月 10 日まで 

③ 昭和 26 年 10 月１日から 29 年 10 月 15 日まで 

脱退手当金に係るはがきが届き、申立期間について脱退手当金を受給

した記録になっていることを知ったが、脱退手当金の制度は知らなかっ

たし、脱退手当金は受け取っていないので、申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、申立人の厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約６か月後の昭和 30 年３月 22 日に支給決定がなされており、

支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄

に脱退手当金の支給記録が確認できるとともに、厚生年金保険被保険者記

号番号払出簿に脱退手当金の支給を意味する「脱退手當金」の表示が確認

できる。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、脱退手当金が未請求となっている別事業所の厚生年金保険被保険

者期間が確認できるが、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者

期間とは別の被保険者記号番号で管理されており、申立期間の脱退手当金

が請求された昭和 30 年当時、社会保険事務所（当時）では、請求者から

の申出が無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把握す



ることは困難であったものと考えられることから、当該未請求期間がある

ことだけをもって不自然な請求であるとまでは言えない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2552 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 20 年９月 10 日まで 

私は、昭和 16 年４月からＡ事業所で働いていたが、終戦後間もなく

会社が解散し、退社を余儀なくされた。その後、30 年代前半頃、脱退

手当金を受給した記録があるということを知ったが、確認するすべを知

らなかったこともあり、そのままにしておいた。 

脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄に脱退

手当金の支給記録が確認できるとともに、脱退手当金の支給されたことを

うかがわせる同台帳の事業主氏名及び事業所名称の記載面には「22.8.20

脱手決定済」の記載がある上、脱退手当金の支給額に計算上の誤りはみら

れない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、脱退手当金が未請求となっている別事業所の厚生年金保険被保険

者期間が確認できるが、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者

期間とは別の被保険者記号番号で管理されており、申立期間の脱退手当金

が請求された昭和 22 年当時、都道府県保険課（当時）では、請求者から

の申出が無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把握す

るのは困難であったものと考えられることから、当該未請求期間があるこ

とだけをもって、不自然な請求であるとまでは言えない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2553 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 14 年７月 11 日から同年 11 月１日まで 

             ② 平成 20 年７月 31 日 

私は、平成 14 年７月 11 日付けで株式会社Ａに入社した。雇用期間の

定めのない雇用契約であるにもかかわらず、同社での厚生年金保険の被

保険者資格取得日が同年 11 月１日になっている。申立期間①について、

同社に勤務していたことは間違いないので、当該期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｂ事業所に勤務していた期間のうち、平成 20 年７月支給の賞

与の厚生年金保険の記録が無い。申立期間②について、賞与が支給され

たことは間違いないので、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が保管する給与明細書及び雇用保険の加入

記録により、申立人が株式会社Ａに勤務していたことは認められる。 

しかしながら、平成 14 年７月から同年 10 月までの上記給与明細書によ

れば、控除内訳の「厚生年金」の欄に保険料の記載は無く、厚生年金保険

料が控除されていなかったことが確認できる。 

また、厚生年金保険の取扱いについて、当時の株式会社Ａの責任者に確

認したところ、当時は試用期間を設けていたため、入社と同時に加入手続

をせず、保険料を控除していないとしている。 

さらに、申立人と一緒に平成 14 年７月 11 日付けで入社した同僚４名の



資格取得日は申立人と同様に同年 11 月１日となっている。 

加えて、申立人自身も申立期間①について給与から厚生年金保険料が控

除されていなかったことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②について、申立人が保管するＢ事業所の給与明細書等により、

平成 20 年７月 31 日に 20 万円の賞与が支給されていることが認められる

が、当該賞与に見合う厚生年金保険料が控除されていなかったことが確認

できる。 

また、オンライン記録によれば、Ｂ事業所の厚生年金保険の被保険者は

申立人を含め３名となっているところ、３名全員に平成 20 年７月の標準

賞与額の記録は見当たらない。 

さらに、申立人自身も賞与から厚生年金保険料が控除されていなかった

ことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2554 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月１日から 53 年８月１日まで 

厚生年金保険の被保険者期間を照会したところ、有限会社Ａに勤務し

ていた昭和 50 年４月１日から 53 年９月 26 日までの期間のうち、50 年

４月１日から 53 年８月１日までの期間が未加入期間となっていた。 

申立期間当時、当該事業所に勤務しており、社会保険料も控除されて

いた記憶があるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が一緒に勤務していたとして名前を挙げた同僚８名のうち住所が

判明した６名及び当該事業所において申立期間に被保険者であった 11 名

の計 17 名に、申立人の厚生年金保険の加入状況等について照会し、11 名

から回答を得たが、申立人の有限会社Ａにおける勤務期間を特定できる証

言及び申立人が厚生年金保険に加入していたことをうかがわせる証言は得

られなかった。 

また、当該事業所では、申立期間について、「申立人に係る関連資料は

無く、当時の事情を知る者もいないため、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険の加入状況は不明である。」としており、申立人の勤務期間、厚生年

金保険の加入の有無及び保険料の控除について確認できる回答は得られな

かった。 

さらに、当該事業所における健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したが、申立人の厚生年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日はオ

ンライン記録と一致しており、記録訂正などの不自然な処理も見当たらな

い。 



加えて、申立人の申立期間に係る当該事業所における雇用保険の加入記

録は見当たらない上、ほかに申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2555 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 62 年３月 21 日から平成３年８月１日まで 

私は、昭和 62 年３月 21 日にＡ株式会社Ｂ支店から同社Ｃ支店へ転勤

したが、給料が下がったことは無く、厚生年金保険の標準報酬月額の最

高等級を超える給料を受け取っていた。 

しかし、自分の年金記録を確認したところ、昭和 62 年３月 21 日から

平成３年８月１日までの期間の標準報酬月額が大幅に減額されているこ

とが分かった。 

申立期間の一部について、源泉徴収票を保管しているので、申立期間

の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の

要否を判断することとなる。 

申立人が所持しているＡ株式会社Ｂ支店及び同社Ｃ支店に係る源泉徴収

票のうち、昭和 61 年分から平成３年分まで（昭和 62 年分を除く。）の源

泉徴収票によれば、申立期間において同社Ｃ支店から申立人に支払われた

給与支給額は、同社Ｂ支店において支払われた給与支給額とおおむね同等

又はそれ以上の水準で推移していることがうかがわれる。 



しかし、Ａ株式会社の事業を承継したＤ株式会社の社会保険関係事務を

代行しているＥ株式会社が保管しているＡ株式会社Ｃ支店における厚生年

金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書によれば、申立人の

「標準報酬月額」欄には、「280 千円」と記載されており、オンライン記

録と一致している。 

また、上記源泉徴収票によれば、「社会保険料等の金額」欄に記載され

ている金額は、オンライン記録の標準報酬月額に基づき算出した社会保険

料額とおおむね一致することから、Ａ株式会社Ｃ支店は、オンライン記録

の標準報酬月額に基づき算出した厚生年金保険料を給与から控除していた

ものと認められる。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険の加入記録に不合理な処理はみられ

ない上、ほかに申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2556 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年２月１日から同年７月 11 日まで 

私は、申立期間にＡ株式会社（法人登記簿謄本によれば、申立期間当

時は、Ｂ株式会社）に勤務し、休日以外は全て出勤していたと記憶して

いる。 

しかし、申立期間は厚生年金保険に未加入となっていたので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ株式会社に係る厚生年金保険の加入記録については、昭和

62 年 10 月１日に行われた標準報酬月額の定時決定の記録が 63 年３月１

日に取り消された上、資格喪失日を 62 年９月 30 日とされていたが、申立

人と同様の記録となっていた同僚から申立てがあり、当該同僚が所持して

いた同年９月分から 63 年１月分までの期間に係る給料支払明細書により、

給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できたこと、及び雇

用保険の加入記録から 62 年９月 30 日以降も継続して勤務していたことが

認められたことから、申立人の資格喪失日についても不適正な遡及訂正処

理によるものであるとして、Ｃ年金事務所において資格喪失日を 63 年２

月１日とする訂正が平成 23 年２月 16 日に行われている。 

しかし、上記同僚の所持する給料支払明細書によれば、昭和 63 年１月

分の給与からは厚生年金保険料が控除されているが、同年２月分から当該

事業所の事業主が代表取締役となっているＤ株式会社において厚生年金保

険被保険者の資格を再取得するまでの期間の給与からは、厚生年金保険料

が控除されていない。 

また、雇用保険の加入記録により、申立期間の前後を通じてＢ株式会社



での勤務が継続していることが確認できる申立人を含む 13 名について、

全員が同社で厚生年金保険被保険者の資格を喪失後、Ｄ株式会社で資格を

再取得していることが確認できるが、申立期間にＤ株式会社で厚生年金保

険被保険者の資格を再取得した者は３名のみとなっていることから、申立

期間にＢ株式会社に勤務していた者の全てが厚生年金保険の被保険者とな

っていたとは考え難い。 

さらに、申立期間について、厚生年金保険料の控除について確認できる

給与明細書等の関連資料は無く、ほかに申立人の申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年４月から 30 年 12 月まで 

             ② 昭和 31 年１月から 36 年３月まで 

             ③ 昭和 36 年４月から 38 年９月まで 

             ④ 昭和 38 年 10 月から 40 年４月まで 

             ⑤ 昭和 40 年４月から 42 年９月まで 

             ⑥ 昭和 42 年 10 月から 44 年６月まで 

             ⑦ 昭和 44 年８月から 48 年７月まで 

             ⑧ 昭和 48 年８月から 50 年２月まで 

⑨ 昭和 50 年３月から 53 年９月まで 

             ⑩ 昭和 53 年 10 月から 56 年 12 月まで 

             ⑪ 昭和 57 年１月から 58 年 10 月まで 

             ⑫ 昭和 58 年 11 月から 59 年 12 月まで 

             ⑬ 昭和 60 年１月から 62 年５月まで 

             ⑭ 昭和 62 年７月から平成３年２月まで 

             ⑮ 平成３年４月から同年 12 月まで 

             ⑯ 平成４年４月から同年 11 月まで 

             ⑰ 平成５年１月から７年６月まで 

             ⑱ 平成７年７月から８年２月まで 

             ⑲ 平成８年３月から９年３月まで 

             ⑳ 平成９年４月から 10 年４月まで 

私の年金記録について照会したところ、厚生年金保険の加入記録が無

い、あるいは違う期間に記録があることが分かった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ事業所を昭和 28 年３月に退職して、

同年４月からＢ事業所に勤務したと主張しているが、Ａ事業所が発行した

在籍証明書によると、申立人は、同事業所を 27 年３月 31 日に退職してい

る上、オンライン記録によると、Ｂ事業所において、同年４月１日に厚生

年金保険の被保険者資格を取得していることから、申立人が同事業所への

入社日を１年記憶違いしている可能性がある。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間①中の昭和 30 年

８月１日から同年９月 15 日までＣ株式会社において、厚生年金保険の被

保険者資格を取得している。 

申立期間②について、申立人は、昭和 31 年１月から 36 年３月まで株式

会社Ｄ（現在は、Ｅ株式会社）に勤務したと主張しているが、オンライン

記録によると、30 年 11 月１日から 31 年９月 26 日までの期間及び 37 年

４月１日から同年 12 月 30 日までの期間に、同社において厚生年金保険の

被保険者資格を取得している。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②中の昭和 35 年

２月 13 日から同年５月 19 日までＦ株式会社において、厚生年金保険の被

保険者資格を取得している。 

さらに、申立人は、自身より後に株式会社Ｄに入社したとして同僚１名

の氏名を挙げているが、当該同僚は、申立期間②前の昭和 30 年２月５日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、申立人の説明とは合致し

ない。 

申立期間③について、申立人は、昭和 36 年４月から 38 年９月まで株式

会社Ｇ（現在は、株式会社Ｈ）に勤務したと主張しているが、オンライン

記録によると、35 年７月１日から同年 12 月１日まで同社において厚生年

金保険の被保険者資格を取得している。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間③中の昭和 38 年

１月５日から同年３月７日までＩ株式会社において厚生年金保険の被保険

者資格を取得している。 

申立期間④について、申立人が勤務していたと主張するＪ株式会社（現

在は、株式会社Ｋ）が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 48

年９月１日であり、申立期間④において適用事業所であった記録は確認で

きない。 

申立期間⑤について、申立人は、昭和 40 年４月から 42 年９月まで株式

会社Ｌ（現在は、株式会社Ｍ）に勤務したと主張しているが、オンライン

記録によると、36 年 10 月１日から同年 11 月 30 日まで同社において厚生

年金保険の被保険者資格を取得している。 

また、申立人は、当該事業所に勤務した期間については、記憶が曖昧で



ある旨を自ら認めている。 

申立期間⑥について、申立人は、昭和 42 年 10 月から 44 年６月までＮ

株式会社に勤務したと主張しているが、オンライン記録によると、38 年

７月１日から 39 年３月 21 日まで同社において厚生年金保険の被保険者資

格を取得している。 

また、当該事業所は、昭和 39 年３月 21 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、申立期間⑥に適用事業所であった記録は確認できな

い。 

申立期間⑦及び⑧について、申立人は、昭和 44 年８月から 48 年７月ま

での期間は株式会社Ｏに、同年８月から 50 年２月までの期間はＰ株式会

社に勤務していたと主張しているが、オンライン記録によると、株式会社

Ｏに係る厚生年金保険の被保険者資格記録は見当たらず、Ｐ株式会社に係

る資格記録は、44 年９月５日から 45 年３月１日までとなっている。 

また、Ｐ株式会社が保管する「社会保険等被保険者台帳」の記録は、オ

ンライン記録と一致している上、雇用保険の記録も、オンライン記録と合

致している。 

申立期間⑨、⑬及び⑯について、申立人は、昭和 50 年３月から 53 年９

月までの期間、60 年１月から 62 年５月までの期間及び平成４年４月から

同年 11 月までの期間において、Ｑ株式会社に勤務していたと主張してい

るが、オンライン記録によると、昭和 63 年８月１日から 64 年１月１日ま

で同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している。 

また、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 63

年８月１日であり、申立期間⑨及び⑬において適用事業所であった記録は

確認できない。 

さらに、当該事業所は、申立人が被保険者資格を取得していたのは、オ

ンライン記録どおりの昭和 63 年８月１日から 64 年１月１日までの期間の

みであるとしており、その他の期間については、申立人とは個人事業主と

しての取引関係にあり、雇用関係は無かったとしている。 

加えて、オンライン記録によると、申立期間⑨と重複する昭和 50 年４

月から 52 年 12 月までの期間は、国民年金の申請免除期間とされている。 

申立期間⑩について、株式会社Ｒに係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票を確認したが、申立人の氏名は見当たらず、整理番号に欠番も無い。 

また、当該事業所は既に解散している上、申立人が名前を挙げている社

長及び専務取締役は既に死亡しているため、申立人の勤務状況を確認する

ことができない。 

申立期間⑪及び⑱について、オンライン記録によると、申立人が勤務し

たとする有限会社Ｓは、厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認で

きない。 



また、当該事業所が所在していたとするＴ県Ｕ町を管轄する関係行政機

関に照会したが、当該事業所と考えられる商業登記簿を確認することがで

きなかった。 

さらに、申立人が氏名を挙げている社長及び専務取締役の年金記録を調

査したが、申立期間⑪及び⑱について、厚生年金保険に加入している事実

は確認できなかった。 

申立期間⑫について、申立人は、昭和 58 年 11 月から 59 年 12 月までＶ

株式会社に勤務したと主張しているが、オンライン記録によると、61 年

12 月１日から 62 年２月 10 日まで同社において厚生年金保険の被保険者

資格を取得している。 

また、雇用保険の加入記録においても、当該事業所に係る被保険者記録

は昭和 61 年 12 月１日取得、62 年２月 10 日離職となっており、オンライ

ン記録における厚生年金保険被保険者記録とほぼ合致している。 

さらに、当該事業所は所在不明の上、申立人が氏名を挙げている専務取

締役は既に死亡しているため照会することができず、申立人の勤務状況を

確認することができない。 

申立期間⑭について、オンライン記録により、申立期間に株式会社Ｗで

厚生年金保険被保険者資格を取得している者を調査したが、申立人の氏名

は見当たらず、整理番号に欠番も無い。 

また、当該事業所は、既に解散している上、申立人が氏名を挙げている

常務取締役も既に死亡しているため照会することができず、申立人の勤務

状況を確認することはできない。 

申立期間⑮について、オンライン記録により、申立期間にＸ株式会社で

厚生年金保険被保険者資格を取得している者を調査したが、申立人の氏名

は見当たらず、整理番号に欠番も無い。 

また、当該事業所では、申立期間⑮当時の健康保険に係る台帳の中には、

申立人の氏名は見当たらないとしている。 

申立期間⑰、⑲及び⑳について、当該期間は、申立人が 65 歳に到達し

た後の期間であり、当時の制度上、厚生年金保険に加入するためには自ら

申し出て高齢任意加入をしなければならなかったが、申立人は当該制度を

知らなかったとしており、当該期間に厚生年金保険に加入していたはずだ

とする主張は不自然である。 

このほか、申立人に係る昭和 62 年２月 10 日以前の厚生年金保険被保険

者資格記録については、マイクロフィルムに保存されている被保険者名簿

及び被保険者原票を確認したが、資格取得日及び喪失日に係る記載は、オ

ンライン記録と合致しており、訂正等の不自然な箇所も見当たらない。 

また、現存する事業所に対して照会したが、いずれの事業所も申立人に

係る賃金台帳等の資料を保管しておらず、ほかに申立人の各申立期間にお



ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


